
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 29年 10月 

松山市 産業経済部 地域経済課

 

【問い合わせ】 

松山市産業経済部地域経済課 中小企業支援担当 

住   所：〒７９０－８５７１ 松山市二番町 4丁目７－２ 

電   話：（０８９）－９４８－６７８３ 

受付時間：８：３０～１７：１５/土日祝を除く 

 

【ご注意】 

・本補助金の申請に際しては、事業承継成立前に「愛媛県事業引継ぎ支援センター」による 

事業承継に係る支援を受けている必要があります。 

 

・「愛媛県事業引継ぎ支援センター」は、「産業競争力強化法」に基づいて、松山商工会議所が 

四国経済産業局から委託を受けて設置された公的な相談窓口です。 

 

・「愛媛県事業引継ぎ支援センター」による支援については、以下の窓口にお問い合わせ下さい。 

 〈所在地等〉 

〒790-0067 愛媛県松山市大手町 1丁目 11-1愛媛新聞・愛媛電算ビル２F 

TEL：（０８９）９４８－８５１１ / FAX：（０８９）９４８－８５１２ 

 （URL） http://www.jemcci.jp/e-hikitsugi/index.html 

 センター開設日：毎週月～金曜日９：００～１７：００（祝祭日・年末年始） 

松山市事業承継促進補助金  

補足説明書 

http://www.jemcci.jp/e-hikitsugi/index.html
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１．はじめに 

本資料は、松山市事業承継促進補助金の利用について必要な事項をまとめています。 

当該補助金の活用を検討される場合、また申請の上で採択となった後も、本資料をご活用いただき、適正

な事業運営にご協力くださいますよう、よろしくお願いいたします。 

 

２．補助対象者 

①事業承継成立前に「愛媛県事業引継ぎ支援センター」から事業承継に係る支援を受けていること 

②市内の中小企業者から事業を全て引き継いだ事業者であること 

③平成２９年４月１日以降に事業承継に係る契約が成立した者であること 

④事業承継に係る契約成立後６カ月以内に事業を開始すること 

⑤中小企業基本法（昭和 38年法律第 154号）第 2条第１項に規定する中小企業者であること 

⑥個人事業者の場合は、市内に住所を有し、法人の場合は、市内に本店又は支店がある者 

※個人事業者で市外からの移住者の場合は、交付申請時までに松山市に住民票があること 

⑦「親族」以外の「従業員」又は「第三者」であること 

⑧補助金の交付申請時に事業の引継ぎを受けた者が直接、事業又は営業に携わっていること 

⑨市税等の滞納がない者 

⑩公序良俗に反しない者 

 

３．補助対象経費                               

補助対象となる経費は、以下の条件をすべて満たすものとなります。 

①使用目的が本事業の遂行に必要なものと明確に特定できる経費 

②事業承継成立日の６ヶ月前から事業承継成立日から６ヶ月を経過するまでの期間の範囲内に発注・契約

行為が発生し、補助対象期間中に支払が完了した経費 

③証拠書類等によって支払金額が確認できる経費 

④公的な資金の使途として社会通念上、不適切でない経費 

 

対象経費 補助対象となる経費・ならない経費の例示 証拠書類 

１．事業承継後

に必要な官公

庁への申請書

類作成に係る

経費 

【対象となる経費】 

・司法書士・行政書士等に支払う申請資料作成経費（登記申請 

手続費用、事業所の営業許可申請手続費用等） 

 

【対象とならない経費】 

・会社設立登記・登記事項変更等に係る登録免許税 

・定款認証料、収入印紙代 

・官公署に払う申請手数料 

・その他官公署へ対する各種証明類取得費用（印鑑証明等） 

◆見積書（写） 

◆発注書（写）又は契

約書（写） 

◆請求書（写） 

◆支払確認が可能な

資料（銀行振込受領

書、領収書等） 
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２．初期診断，

戦略策定又は

合併・買収の委

託に要する経費 

 

【対象となる経費】 

・専門家等に依頼する事業承継等に係る初期診断、課題分析、

コンサルティング、企業価値の算出、事業承継計画作成の委託

費 

・合併・買収にかかる委託費（着手金を含む）、仲介手数料等 

※専門家等とは士業、商工会議所や金融機関、コンサルティ 

ング会社等です。 

 

【対象とならない経費】 

・通常の顧問料 

・合併・買収の成立時に支払う成功報酬 

 

◆見積書（写） 

◆発注書（写）又は契

約書（写） 

◆請求書（写） 

◆支払確認が可能な

資料（銀行振込受領

書、領収書等） 

３．専門家等に

対する事業承継

後の経営促進

に係る経費 

【対象となる経費】 

・専門家等から、経営改善や販売促進など経営促進に係るコンサ

ルティングやアドバイスを受ける経費として支払う謝金や委託費 

※専門家等とは士業、商工会議所や金融機関、コンサルティ 

ング会社等です。 

【対象とならない経費】 

・本人及び従業員のセミナー研修等に係る参加費用や受講費用 

・本補助金の申請に関する申請書類作成代行費用 

◆見積書（写） 

◆発注書（写）又は契

約書（写） 

◆請求書（写） 

◆支払確認が可能な

資料（銀行振込受領

書、領収書等） 

４ ．事業所・商

品・サービスの

PRに係る広報費 

【対象となる経費】 

・ウェブサイト作成費、チラシ・パンフレット外注費用 

・新聞・雑誌・インターネット広告費用 

・看板作成・設置費用 

・求人広告費用 

 

【対象とならない経費】 

・試供品 

・販促品（ポケットティシュ、クリアファイル等） 

・金券・商品券 

・通信運搬費（電話代、郵送代、インターネット利用料等） 

◆見積書（写） 

◆発注書（写）又は契

約書（写） 

◆請求書（写） 

◆支払確認が可能な

資（銀行振込受領

書、領収書等）の

（写） 

◆現物（パンフレット、

広告紙面等） 

◆施工前後の写真

（看板設置の場合） 

※その他対象とならない経費の例示 

 ①飲食、接待等の費用 

 ②税務申告、決算書作成等のために税理士、公認会計士等に支払う費用及び訴訟等のための弁護士費用 

 ③各種保険料 

 ④振込手数料、代引き手数料 

 ⑤借入金などの支払利息及び遅延損害金 

 ⑥公租公課（消費税及び地方消費税等） 
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４．補助金額 

・補助対象経費の 2分の 1以内（１件当たり２０万円を限度）です。 

・補助金の交付は、同一の申請者につき 1回を限度とします。 

・申請後の対象経費の増額は認められませんので、申請は 1回限りとなります。 

・補助金は予算の範囲内で交付します。 

 

５．補助対象期間 

 ・補助の対象となる期間は、事業承継成立日（契約締結日）から起算して、前後６カ月以内です。 

なお、補助対象期間内であれば、補助対象事業の支払いが全て完了した時点で、 

交付申請をすることができます。 

６．補助交付の流れ 

①事業承継の成立 

   事業承継に係る最終契約の締結。※基本合意書の締結は不可。 

 

②補助対象事業指定申請 

事業承継の成立日から 1か月以内に指定申請書に必要書類を添付し、松山市へ提出して下さい。 

【指定申請に必要な書類】 

補助対象事業指定申請 

①補助対象事業指定申請書（様式第 1号） 

②愛媛県事業引継ぎ支援センターの相談受付証明書（様式第２号） 

③事業承継に係る契約書の写し 

④誓約書 

⑤その他市長が必要と認める書類 

 

③指定通知 

審査の結果、補助対象事業指定について松山市から通知します。 

 

④補助金交付申請 

事業承継成立日から最大６か月以内に補助金交付申請書に必要書類を添付し松山市へ提出して 

下さい。なお、事業承継に係る契約締結をしていても、交付申請時までに事業の引継ぎがなされず、 

新代表者による営業の実態がない場合は補助の対象外となります。 

【交付申請に必要な書類】 

補助金交付申請 

①補助金交付申請書（様式第 4号） 

②経費報告書（様式第 5号）※領収書などの支払い証拠書類(写)が必要となります。 

③開業届出書の写し又は法人登記の写し 

④市税の完納証明書（課税がある場合） 

⑤住民票（個人事業者の場合） 

⑥その他市長が必要と認める書類 
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⑤現地確認 

松山市が営業実態を確認します。 

 

⑥交付決定通知 

補助金の交付決定について松山市から通知します。 

 

⑦補助金請求 

補助金交付決定日から 1か月以内に補助金の請求書を松山市に提出して下さい。 

 

⑧補助金交付 

請求書が届いてから指定口座へ松山市から入金します。 

 

≪交付申請のイメージ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．申請先 

〒７９０－８５７１ 松山市二番町 4丁目７－２ 市役所本館 8階 

松山市 産業経済部 地域経済課 中小企業支援担当 

TEL（０８９）９４８－６７８３／FAX（０８９）９３４－１８４４ 

※申請書類の提出は、松山市地域経済課に直接持参して下さい。（メールや FAXでの申請はできません） 

 

８．その他 

・各様式は、松山市ホームページからダウンロードできます。 

  松山市ホームページ→くらしの情報→産業→中小企業→松山市事業承継促進補助金交付制度について 

・申請書類はできるだけ具体的に記入して下さい。 
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までの期間の範囲内に要した対象経費を補助 
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・補助対象事業指定申請は、原則として随時受け付けていますが、予算の都合により受付を中止させていただく

場合があります。 

・補助対象事業について、他の補助制度を活用する場合は、あらかじめ申し出て下さい。補助対象経費として 

認められない場合があります。 

・指定事業について変更がある場合や事業を中止しようとするときは、変更事項を記載した事業指定申請書（様

式第 1 号）に、既に松山市から申請者に通知している事業指定書（様式第 3 号）を添え、松山市に申請して

下さい。ただし、軽微な変更については変更等申請が不要となる場合もありますので事前にご相談下さい。 

・補助対象事業の実施に関して、必要に応じて検査・指示を行い、報告を求めることがあります。 

 


